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3月の税務と労務3月 （弥生）MARCH

20日・春分の日 国　税�令和5年分所得税の確定申
告� 2月16日〜3月15日

国　税�個人の青色申告の承認申請
� 3月15日

国　税�贈与税の申告�
� 2月1日〜3月15日

国　税�2月分源泉所得税の納付�
� 3月11日

国　税�個人事業者の令和5年分消
費税等の確定申告� 4月1日

国　税�1月決算法人の確定申告
（法人税・消費税等）� 4月1日

国　税�7月決算法人の中間申告�
� 4月1日

国　税�4月、7月、10月決算法人の消
費税等の中間申告�
（年3回の場合）� 4月1日

地方税�個人の都道府県民税、市町
村民税、事業税（事業所税）
の申告� 3月15日

　3月1日の改正戸籍法の施行により、これまで戸籍証明書等の入
手には、本籍地の市区町村へ個別請求する必要がありましたが、
最寄りの市区町村の窓口で請求できます（コンピュータ化されてい
ない戸籍等除く）。また、婚姻や社会保障関係の戸籍届出時にお
ける、戸籍証明書等の提出や添付が不要となります。

戸籍の行政手続きを見直し
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令
和
６
年
度
税
制
改
正
（
案
）
で

は
、
給
与
等
の
支
給
額
が
増
加
し
た

場
合
の
税
額
控
除
制
度
（
い
わ
ゆ
る

賃
上
げ
促
進
税
制
）
の
見
直
し
、
所

得
税
や
個
人
住
民
税
の
定
額
減
税
、

住
宅
取
得
等
資
金
贈
与
の
非
課
税
措

置
の
延
長
な
ど
が
行
わ
れ
ま
す
。

　

な
お
、
児
童
手
当
の
所
得
制
限
撤

廃
等
に
伴
う
16
歳
か
ら
18
歳
ま
で
の

扶
養
控
除
の
引
き
下
げ
、
ひ
と
り
親

の
自
立
支
援
に
向
け
た
ひ
と
り
親
控

除
の
所
得
要
件
の
引
き
上
げ（
緩
和
）

や
控
除
額
の
増
加
は
、
令
和
７
年
度

税
制
改
正
に
持
ち
越
さ
れ
ま
し
た
。

【
改
正
項
目
タ
イ
ム
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
】

　

主
な
改
正
項
目
を
整
理
す
る
と
、

下
表
の
よ
う
に
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
前
年
以
前
の
改
正
項
目
で

適
用
時
期
が
今
年
以
降
の
項
目
も
記

載
し
て
い
ま
す（
表
１
参
照
）。

一
　
賃
上
げ
促
進
税
制
の
見
直
し

　

賃
上
げ
促
進
税
制
と
は
、
雇
用
者

の
給
与
等
の
支
給
額
が
増
加
し
た
場

合
に
、
法
人
税
を
減
額
す
る
制
度
で

す
。
改
正
前
の
制
度
で
は
中
小
企
業

の
場
合
は
、
雇
用
者
全
体
の
給
与
等

支
給
額
が
、
前
年
度
と
比
べ
て
１
・

５
％
以
上
増
加
し
た
場
合
に
は
増
加

額
の
15
％
の
税
額
控
除
が
、
２
・
５

％
以
上
増
加
し
た
場
合
に
は
30
％
の

税
額
控
除
が
受
け
ら
れ
ま
す
。
さ
ら

に
教
育
訓
練
費
が
前
年
度
と
比
べ
て

10
％
以
上
増
加
し
た
場
合
に
は
前
記

の
控
除
率
に
加
え
て
10
％
の
税
額
控

除
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
、
最
大
で

40
％
の
税
額
控
除
を
受
け
る
こ
と
が

で
き
ま
す
。

　

今
回
の
税
制
改
正
で
は
、
従
来
の

賃
上
げ
要
件
や
控
除
率
は
維
持
さ
れ

つ
つ
、「（
プ
ラ
チ
ナ
）く
る
み
ん
認
定
」

又
は「（
プ
ラ
チ
ナ
）え
る
ぼ
し
認
定
」

を
受
け
た
事
業
年
度
に
つ
い
て
は
、

控
除
率
が
加
算
さ
れ
、
控
除
率
は
最

大
45
％
と
な
り
ま
す
。
ま
た
、
教
育

訓
練
費
に
つ
い
て
も
要
件
が
改
正
さ

れ
ま
す
（
表
２
参
照
）。
さ
ら
に
控

除
し
き
れ
な
い
金
額
に
つ
い
て
は
、

５
年
間
繰
り
越
す
こ
と
が
で
き
る
よ

う
見
直
さ
れ
、
適
用
期
限
が
３
年
延

長
さ
れ
ま
す
。

二
　
定
額
減
税

　

令
和
６
年
分
の
所
得
税
と
個
人
住

民
税
に
つ
い
て
、
合
わ
せ
て
４
万
円

の
定
額
減
税
が
行
わ
れ
ま
す
。

　

具
体
的
に
は
、
納
税
者
と
配
偶

者
・
扶
養
親
族
１
人
に
つ
き
、
令
和

６
年
分
の
所
得
税
が
３
万
円
、
令
和

６
年
度
分
の
個
人
住
民
税
が
１
万
円

減
税
さ
れ
ま
す
。
た
だ
し
、
令
和
６

年
分
の
所
得
税
に
係
る
合
計
所
得
金

額
が
１
８
０
５
万
円
以
下
の
人
に
限

ら
れ
ま
す
。
こ
の
金
額
は
、
給
与
所

得
の
み
の
人
の
場
合
、
年
収
に
換
算

す
る
と
２
０
０
０
万
円
に
な
り
ま
す
。

三
　
住
宅
取
得
等
資
金
贈
与
の
非
課
税

　

住
宅
取
得
等
資
金
の
贈
与
を
受
け

た
場
合
の
非
課
税
制
度
は
、
父
母
や

祖
父
母
な
ど
の
直
系
尊
属
か
ら
受
け

た
贈
与
に
よ
っ
て
、
自
分
が
居
住
す

る
た
め
の
住
宅
用
家
屋
の
新
築
・
取

得
や
増
改
築
な
ど
の
対
価
に
充
て
る

た
め
の
金
銭
を
取
得
し
た
場
合
で
、

表1　改正項目タイムスケジュール
　（〇減税、●増税、－どちらともいえない）

2024年
（令和6年）

1月 － 改正電子帳簿保存法の宥恕措置が終了

● 帳簿の提出がない場合等の過少申告加
算税等の加重措置の整備

〇 新NISAの運用開始

〇 相続時精算課税制度において110万円
の基礎控除が可能に

● 暦年贈与における相続前贈与の加算期
間の延長開始

4月 ● 森林環境税が施行

〇 賃上げ促進税制の繰越控除適用可

6月 － 財産債務調書制度の見直し

〇 定額減税スタート

10月 － 保険料控除申告書の記載事項の見直し

2025年
（令和7年） 1月 ● 極めて高い水準の所得に対する負担の

適正化

－ 扶養控除等申告書の記載事項の見直し

4月 〇 イノベーションボックス税制スタート

2026年
（令和8年）

1月 － 個人事業の開業・廃業等届出書の提出
期限の見直し

● 16歳〜18歳の扶養控除の見直し

〇 ひとり親控除の見直し

2027年
（令和9年） 1月 － 源泉徴収票の提出方法の見直し

令和６年度
税制改正（案）
　のポイント
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一
定
の
要
件
を
満
た
す
と
き
は
、
非

課
税
限
度
額
ま
で
の
金
額
に
つ
い
て

贈
与
税
が
非
課
税
に
な
る
制
度
で

す
。
非
課
税
限
度
額
は
、
省
エ
ネ
基

準
を
満
た
す
住
宅
の
場
合
は
１
０
０

０
万
円
、
そ
れ
以
外
の
住
宅
の
場
合

は
５
０
０
万
円
で
す
。

　

今
回
の
税
制
改
正
で
、
省
エ
ネ
基

準
の
等
級
を
引
き
上
げ
た
上
で
、
適

用
期
限
が
３
年
間
延
長
さ
れ
ま
す
。

四
　
住
宅
ロ
ー
ン
控
除

　

住
宅
借
入
金
等
特
別
控
除
（
い
わ

ゆ
る
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
）
は
、
居
住

年
が
令
和
６
年
以
降
の
場
合
は
、
対

象
と
な
る
住
宅
が
認
定
住
宅
な
ど
に

限
ら
れ
、
借
入
限
度
額
も
引
き
下
げ

ら
れ
ま
す
。

　

し
か
し
、
改
正
に
よ
り
、
子
育
て

世
帯
や
若
者
夫
婦
世
帯
へ
の
税
制
面

の
支
援
を
強
化
す
る
た
め
、
年
齢
40

歳
未
満
で
あ
っ
て
配
偶
者
を
有
す
る

者
、
年
齢
40
歳
以
上
で
あ
っ
て
年
齢

40
歳
未
満
の
配
偶
者
を
有
す
る
者
又

は
年
齢
19
歳
未
満
の
扶
養
親
族
を
有

す
る
者
は
、
借
入
限
度
額
の
上
乗
せ

措
置
が
講
じ
ら
れ
ま
す
。

　

子
育
て
世
帯
等
に
お
け
る
借
入
限

度
額
は
、
具
体
的
に
は
表
３
の
よ
う

に
な
り
ま
す
。

五
　
そ
の
他
の
改
正
項
目

⑴　

令
和
７
年
４
月
１
日
か
ら
、
特

定
特
許
権
等
の
譲
渡
や
貸
付
を
行

っ
た
場
合
に
は
、
一
定
の
金
額
を

損
金
の
額
に
算
入
す
る
こ
と
が
で

き
る
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ボ
ッ
ク
ス

税
制
が
創
設
さ
れ
ま
す
。

⑵　

交
際
費
等
の
損
金
不
算
入
制
度

に
つ
い
て
は
、
飲
食
費
の
基
準
が

１
人
あ
た
り
５
０
０
０
円
以
下
か

ら
１
万
円
以
下
に
引
き
上
げ
ら
れ

た
上
、
適
用
期
限
が
３
年
間
延
長

さ
れ
ま
す
。

　
　

な
お
、
適
用
期
限
を
迎
え
る
中

小
法
人
の
交
際
費
課
税
の
特
例

も
、期
限
が
３
年
延
長
さ
れ
ま
す
。

⑶　

資
本
金
が
１
億
円
を
超
え
る
企

業
が
対
象
の
外
形
標
準
課
税
に
つ

い
て
、
課
税
逃
れ
を
防
ぐ
た
め
、

企
業
が
資
本
金
を
１
億
円
以
下
に

減
ら
し
資
本
剰
余
金
と
し
て
計
上

し
て
も
、
あ
わ
せ
て
10
億
円
を
超

え
る
場
合
は
課
税
の
対
象
と
さ
れ

ま
す
。
た
だ
し
、
中
小
企
業
へ
の

影
響
が
出
な
い
よ
う
、
新
し
い
基

準
が
適
用
さ
れ
る
前
に
、
資
本
金

が
１
億
円
以
下
で
現
行
の
基
準
に

該
当
し
て
い
な
い
企
業
は
、原
則
、

課
税
の
対
象
に
は
な
ら
な
い
仕
組

み
と
な
り
ま
す
。
令
和
７
年
４
月

か
ら
の
施
行
で
す
。

⑷　

中
小
企
業
者
等
が
、
取
得
価
額

が
30
万
円
未
満
で
あ
る
減
価
償
却

資
産
を
取
得
な
ど
し
て
事
業
の
用

に
供
し
た
場
合
に
は
、
一
定
の
要

件
の
も
と
に
、
そ
の
取
得
価
額
に

相
当
す
る
金
額
（
年
間
の
取
得
価

額
の
合
計
額
３
０
０
万
円
を
限

度
）
を
損
金
の
額
に
算
入
す
る
こ

と
が
で
き
る
少
額
減
価
償
却
資
産

の
特
例
が
２
年
延
長
さ
れ
ま
す
。

⑸　
（
独
）
中
小
企
業
基
盤
整
備
機

構
が
行
う
中
小
企
業
倒
産
防
止
共

済
事
業
の
掛
金
に
係
る
特
例
措
置

に
つ
い
て
、
共
済
契
約
の
解
除
が

あ
っ
た
場
合
、
解
除
の
日
以
後
２

年
を
経
過
す
る
日
ま
で
に
支
出
す

る
共
済
掛
金
に
つ
い
て
は
、
特
例

を
適
用
で
き
な
く
な
り
ま
す
。

表2　賃上げ促進税制（中小企業向け）
令和6年3月31日開始事業年度まで 令和6年4月1日開始事業年度から

適用要件 控除率（最大40％） 適用要件 控除率（最大45％）
雇用者給与等支給額が前年
度比1.5％以上増 15% 雇用者給与等支給額が前年

度比1.5％以上増 15%

雇用者給与等支給額が前年
度比2.5％以上増 ＋15% 雇用者給与等支給額が前年

度比2.5％以上増 ＋15%

教育訓練費の額が前年度比
10％以上増 ＋10％ 教育訓練費の額が前年度比

5％以上増（※） ＋10％

（プラチナ）くるみん又は（プ
ラチナ）えるぼし取得事業年度 ＋5％

（※）　教育訓練費の額が雇用者給与等支給額の 0.05％以上に限る

表 3

住宅の区分 借入限度額

認定住宅 5,000 万円

ZEH水準
省エネ住宅 4,500 万円

省エネ基準
適合住宅 4,000 万円
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　法人がその役員または使用人の海外渡航
に際して支給する旅費は、その海外渡航が
その法人の業務の遂行上必要なものであり、
かつ、その渡航のため通常必要と認められ
る部分の金額に限り、旅費としての法人の
経理が認められています。
　したがって、業務の遂行上必要と認めら
れる海外渡航であってもその旅費の額のう
ち通常必要と認められる金額を超える部分
の金額については、原則としてその役員ま
たは使用人に対する給与となります。
　業務の遂行上必要なものであるかどうか
は、その旅行の目的、旅行先、旅行経路、
旅行期間等を総合勘案して実質的に判定し
ますが、①観光渡航の許可を得て行う旅行、
②旅行あっせんを行う者等が行う団体旅行
に応募してする旅行、③同業者団体等が主
催して行う団体旅行で主として観光目的と
認められるものは、原則として業務の遂行
上必要な海外渡航に該当しません。

海外渡航費の取扱い　
法
人
が
所
有
し
て
い
る
固
定
資
産

に
つ
い
て
、
災
害
な
ど
に
よ
り
著
し

く
損
傷
し
て
い
る
こ
と
や
1
年
以
上

に
わ
た
り
遊
休
状
態
に
あ
る
こ
と
、

そ
の
固
定
資
産
が
本
来
の
用
途
に
使

用
で
き
な
い
た
め
他
の
用
途
に
使
用

さ
れ
た
こ
と
な
ど
、
そ
の
固
定
資
産

に
つ
い
て
物
損
等
の
事
実
が
あ
る
こ

と
や
、
そ
の
法
人
に
つ
い
て
更
生
手

続
に
お
け
る
評
定
が
行
わ
れ
る
と
い

っ
た
法
的
整
理
の
事
実
が
生
じ
た
場

合
に
は
、
法
人
税
の
計
算
上
そ
の
固

定
資
産
の
評
価
損
を
損
金
算
入
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　
固
定
資
産
を
過
度
に
使
用
す
る
こ

と
や
修
理
が
不
十
分
で
あ
る
こ
と
に

よ
っ
て
著
し
く
損
耗
し
て
い
る
こ
と

や
、
償
却
を
行
わ
な
か
っ
た
た
め
償

却
不
足
額
が
生
じ
て
い
る
こ
と
、
製

造
方
法
の
急
速
な
進
歩
な
ど
に
よ
り

機
械
装
置
が
旧
式
化
し
て
い
る
こ
と

な
ど
の
場
合
は
、
評
価
損
の
損
金
算

入
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

固
定
資
産
の
評
価
損

＜当事務所の業務内容＞
１会　　計	 ⑴　会計システムのサポート（システム分析、記帳指導、TKC・JDL他 OA指導）
	 ⑵　財務・金融面の指導（資金繰り指導、金融機関の御紹介等）
２税　　務	 税務代理、税務申告書の作成、税務相談、相続、贈与、事業承継設計
３FP（ファイナンシャル・プランニング）業務（日本FP協会埼玉支部所属）
４経営支援� 会社設立、各種規程（就業規則等）の作成、管理会計指導（継続MAS）
５提 携 先　弁護士（峰岸）、司法書士（森崎）、社会保険労務士（戸田）、土地家屋調査士（片岡）、
	 不動産鑑定士（鎌倉・岸田）、不動産会社は役割に応じて多種多様あり。
・　建設会社	 積水ハウス、大和ハウス、旭化成、ミサワホーム他
・　保険会社	 大同生命、オリックス生命、日本生命、ジブラルタ生命、NN生命、朝日生命、

あいおいニッセイ同和損保

※　資格者　税理士 7名（顧問含む）、社会保険労務士 1名、行政書士 1名、宅地建物取引士 2名、
税理士科目合格者 4名、不動産コンサルタント 1名、CFP 3 名、AFP 7 名、FP技能士 6名、
生保資格者多数、損保資格者 2名、秘書資格者 2名

（
ス
タ
ッ
フ
）

第１監査班
　星野顧問
　間口MBA

①財務支援 水落大介
（AFP）

―
　
猪俣　楓 ―

　
柄澤泰紀

　
―
　
阪野湧飛

　

②　 〃 　 廣井里美
（AFP）

―
　
篠崎理沙

（FP）
―
　
井出さくら

　
―
　
黒川はるか

　

③　 〃 　 浜崎雄樹
（社会保険労務士）

―
　
辻　　綾

（FP）
―
　
松本由紀

　

第２監査班
柴崎コーチ

①経営支援 山　大裕
（1級FP・宅建）

―
　
内田祐輝 ―

　
元橋曉潔

（AFP）

②　 〃 　 木村隆志
（科目合格者）

―
　
山田直緒子

（AFP）
―
　
北村実喜
（科目合格者）

第３監査班
　神田顧問

①資産税　 大田　靖
（国税OB）

―
　
平野朋子

（AFP）

②　〃　　 月岡直樹
（税理士）

―
　
石津　悟
（CFP・宅建）


